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都市問競争と地域ブランド

川口和仁
1　問題点

　2007年，「美しい国」づくりを志向していた日本の首相は，国民を唖然とさせる不可解な引き際を演

じた。当時のマスコミからは，リーダーとしての責任感を疑う声とともに，「美しさ」は主観的な評価

であり，国の方針には馴染まないというコメントがしばしば聞かれた。一方，1962年にマルロー法を成

立させたフランスでは，「美しさ」が都市計画において最も重視されるファクターであり，景観保全を

担う建造物監視官には，建築の許認可に関わる大きな権限が認められている（和田［4］）。「美し国フ

ランス」は，街並みを守り続けることで，世界でも1，2位を争う観光国家の座を築いてきた。絶えざ

る変化を宿命づけられた資本主義社会において，変化しないためには多くの人々の多大な労力，そして

損失やリスクの受容が必要であり，そのような犠牲を惜しむ人々が減少し，犠牲を惜しまない人々が増

加すること’で，国家や都市に独特の個性がもたらされることになる。

　都市には個性がある。とは言え，都市の個性は絶対的なものではなく，流動的なものである。個性の違

いが何所にあり，どのようにして生まれ，失われてきたのかを歴史学的に検討することは，それ自体興

味深い問題であるが，経済学的には，個性の違いによって人々の経済生活にどのような違いが発生するの

か，そしてその違いが時間を通じでどのように変化していくのかを問うことが，さしあたり課題となる。

　人問の出自によって待遇や評価を変えることは差別である。しかし，商品が何処で産み出されたのか

によってその評価が変わることは，現実社会においてしばしば見られ，こちらは単なる区別にすぎな

い。蜜柑や鯖，マンゴーなどの食物に限らず，観光サービスや情報，テレビなどの電化製品に至るま

で，生産地によって商品の評価が異なる例は存外多い。ある都市が，特定の財について他の地域よりも

高い評価を獲得する現象は，近年の町おこし・街づくり政策では，地域ブランドと呼ばれ，その育成が

地域発展の鍵とされている。都市の存在そのものが，生産物に付加価値をもたらす場合，人々の生活

は，それによってどのような影響を受けるだろうか？　地域ブランドの経済的影響をトータルに評価す

るためには，ブランドの確立が，地域社会の成長，消滅に対してどのような意味を持つのかを理論的に

解明する必要がある。

　本稿では，Fujita，Krugman　and　venab1es［6］，Murata　and　Thisse［8］らの収穫逓増を基礎とする標

準的な空間経済モデルに地域ブランドを導入し，ブランドカが地域の発展，衰退に対してどのような意

味を持っているのかを考える。モデル分析の結果，得られる主要な結論は以下のとおりである。

・ブランド商品が増えると，地域における商品のバラエティは減少する。

・たとえ初期に人口分布が少ない地域であっても，地域ブランドを確立することで集積の拠点となる

ことが可能な場合がある。
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・少数でも強力なブランド製品を持つ地域は，人口が減少を続けたとしても完全に消滅することはない。

上記の意味で，ブランドカを持つ地域は，生存競争において有利な立場にあると言える。

　本稿の構成は以下のとおりである。第2節では，地域ブランドの影響を体系的に分析するため，地域

のブランドカを導入した都市集積モデルを提示する。第3節では，モデルの比較静学を行う。第4節で

は，商品の多様性，第5節では，人口移動問題を取り上げ，本稿の主要な結論を導く。第6節では，理

論分析の結果を踏まえ，中四国における人口移動の現状について解釈する。第7節は，全体のまとめと

今後の展望である。

2　モデル

　二つの地域からなる経済を考える。第1の地域にはムだけの労働者が居住し，第2の地域にはLだけ

の労働者が居住している。本稿のモデルでは，各地域に居住する労働者は居住地のみで労働するものと

し，他地域への通勤の可能性は考慮しない。また，二つの地域を合わせた総労働力は不変であるとし，

ムとおく。

工1＋Z2＝工

2．1消費行動

　各地域住民の効用関数を以下のように特定化する。

び一 i∫㌦）σ1’／“～）州）≒1小’，H・・

効用関数のパラメーターについては，σ＞1を仮定する。∫1，∫。は，各地域で生産されている生産物の

種類を表し，c。。（タ）は，κ地域に居住する住民が消費する第！地域で生産された第｛財の量，c〃）は，γ

地域に居住する住民が消費する第2地域で生産された第｛財の量を表すものとする。本稿では，人々

が，第2地域の生産物を第1地域の生産物よりも高く評価する（第2地域にブランドカがある）ケース

について，人口集積の問題を考えていく。そのため，～）を第2地域のブランドカと呼び，以下の性

質を持つ関数として定義する。

う（0トろ；≧1，ポ（ゴ）≦O，～）≧1fora／1｛，

≡∫≧0，ろ（ゴ）＝ユforan｛〉∫，～）〉ユforan｛〈S

性質ろ’（｛）≦0は，生産物の種類を表すインデックス｛が，ブランドカの強い商品から弱い商品へと降111頁

に並べられていることを意味する。川）＝1なら、i番目以降の商品はブランド品としての性格をまっ

たく持たない。以下では，分析を興味あるものとするため，特に注意のない限りわ〉1であると仮定す

る。

　第7地域住民について，第2地域で生産される第プ財の第1地域で生産される第ゴ財に対する限界代

替率を求めると，

　　　　　　　　　　　　　　　　　1一宏1ε；1一一州午（lllε；γ
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となり，ブランドカが1より大きい場合，そうでない場合よりも限界代替率が高くなる。また，同じ第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o－1f財を同じ数量だけ消費しているときには，限界代替率は，ちょうど～）σに等しくなり，第2地域

が第ゴ財についてブランドカを持つならば1より大となる。すなわち，まったく平等な条件の下で，第

2地域で生産された商品の方が，第1地域で生産された同じ商品よりも相対的に高く評価されることに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o－1　＿　　＿σ一工なる。以下では，表記を簡単にするため，β（τ）＝6（エ）丁，β＝ろδとおく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　τ一1　生産物の輸送コストについては，他地域の生産物を購入すると100x　　％だけの部分が失われる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　τ
iceberg型コストの仮定をおく（T〉1）。以上の前提の下で，各地域居住者の予算制約式を考えよう。第

γ地域の住民は，一定の労働力を供給することによってルだけの賃金を受け取り，両地域の生産物を必

要なだけ購入する。この関係を式で表すと，

ルー
辯j州㌫〃・∫あ”州ω・い一1，・

となる。川ゴ）は，第κ地域で生産される第｛財の価格を表す。丁肝1，”は輸送コストを表し，

・一
（1）

を満たすものとする。

第κ地域住民の効用最大化問題において，ラグランジュの未定乗数をμ。とすると，一階の条件は，

σrユ。、ユ（ゴ）＝μ7o（T、ユφ1（4））一σ，　　Oくゴく81

～f｝（赤）州）一σ，・山

　　　ルイ㌦・州川糾∫＆・ψル流

（2）

（3）

（4）

となる。価格指数を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ
ハー
mハ舳用・ズ／（f肌州）・一σ刈1一σ・・一・，・

で定義すると，一階の条件から，

昨／m。＝μ7叩、1一。，　κ＝ユ，2

が得られ，これを用いて各住民の消費需要関数

C、・（ゴ〕＝ルP，戸■ユ（”ユ川4））一σ

州証一・ i赤川ジ

が導かれる。この需要関数を効用関数に代入することによって求まる間接効用関数は，

　　　　〃f　　σF一，　π＝1，2
　　　　片

（5）
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となる。また，社会全体としての各財に対する需要ツ。（ゴ〕は，

　〃）一（ω1Pf－1ム十吻P8一’ム・T1市・（1）■σ

州一（舳れ・ユーσ・伽巧一心）（州一σ

で決まる。

2．2　生産決定

　本稿は，産業，技術，住民の嗜好についてまったく同じ性質を持った都市間における人口移動を問題

としている。そこで，都市と農村間の人口移動を論じた川口［3］とは異なり，両地域の生産技術は共

に収穫逓増的であり，技術的な地域間格差は存在しないものとする。第κ地域において第｛生産物ツ1（ゴ）

単位を生産するためには，

F＋ψ（4〕，Oくk∫肝，F＞O，秒＞O

だけの労働力が必要であり，各企業は，所与の需要関数の下で，利潤

　　π川一州）パ〕一刈F＋・ツガ（1）），

を最大にするように価格水準川4）を決定する。

　価格指数を所与とすると，利潤を最大にする価格水準は容易に求めることができ，

　　φ、（工）一σ舳

　　　　　σ一ユ

となる。さらに独占的競争の理論（Dixit　and　Stiglitz［5］）にしたがって，競争のため，第1地域では

利潤がOとなるとすると，各財の生産量は，

　　　　　列σ一1）
　　ツi（ゴ）＝

　　　　　　　〃

雇用量は，

J。（｛）＝σF

で決まることになる。このとき商品の種類∫、は，労働力供給ムに見合う水準に決定される。

　　　　ム　　∫1＝
　　　　σF

生産物と労働の単位を適当に定めることよって，各パラメーターが，

　　σo　　　　＝1，　Fσ＝1
　　σ一ユ

を満たすようにすれば，第1地域で生産される任意の商品の需給一致式は，

　　1－／〃・Pf一’ム十〃8■’〃1－l／ヅ　　　　　　　　　　　　　　（6）

と書ける。

　一方，第2地域では，最もブランドカのない財を生産することで得られる利潤は消失するけれども，

ブランドカのある商品は，正の利潤を獲得できるものとする。すなわち，ブランドカの最も弱い財の需

給一致式は，第1地域の生産物と同様に考えて，
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・一／ψ一1τ工一仏・伽川（β＆））一σ （7）

となるが，ブランドカのある（β（ゴ）＞1を満たす）財の需給一致式は，

州一／炸・1一仏・〃刈（β千1〕）一σ （8）

となる。両式を比較することにより，第2地域における各財の生産量は，

州一
i粘）σ

に等しくなる。生産技術が収穫逓増的であるため，β（ゴ）〉β（∫。）であるような第ゴ財は，第2地域の生

産者に正の利潤をもたらす。本稿では，簡単化のため，この利潤は貯蓄され，問題としている地域の市

場に獲得された特別利潤が還流することはないものとする（ユ〕。また，以上の議論から，第2地域で生

産される商品の種類∫・は，労働市場の需給一致条件より，

場一・＆・ぺ（忠）σ肋

を満たすように決まる。

3　市場均衡解の性質

　ここではム。，ムの値を所与として，一時均衡解の性質について考えよう。前節の結果を価格指数の定

義式に代入すると，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エバ十一σ・・ズ州σ肌〕…「

・一
m（州・一σ・・ズ舳・1＋

！なボれらの式を・σ卜（算1）卜1・㎎一工一（芳）σ一1を使一て変形すると・

　　σf－1一∫ユ・ωσ一1τ1∫β（1）σ・　　　　　　　　　（・）

　　ψ一1一・1ω・叩一σ・ズ州〕σ栃　　　　　　　　　（！・）

が得られ，∫・，ズ舳州1ついて解／と，

　　町一1一が一1σ8■1r1一。
∫ユ＝
　　　　　1－T2－i■σ〕

　∫・　　　σ8－1一ω11町■ユT11σ∫
　β（一）σ”＝
　　　　　　　　　1一τ2｛ユーσ〕

（11）

吻

（！）言うまでもなく，利潤を得た資本家が，その所得をこの地域で支出するケースについての分析は重要である。この

　問題については稿を改めて論じることにしたい。
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が得られる。ただし，ここでω1＝mエノm2とおいた。

　次に，需給一致式（6），（7）をム・，ムについて解き，

ム＝

ム＝

σf－1（1一（ωβ（∫2））一σTi一σ）

　　　1－T2σ一σ〕

ひ。σ一1（β（∫2）一〇一ωσT1一σ）

1－T2〔ユーσ〕

（！3）

（14）

を得る。これらの式から，均衡においてωの動く領域は，

T工一σ≦（ωβ（∫2））σ≦；Tσ■］ ㈲

を満たす範囲に限られることが分かる。

　さらに，（9）をσ3）に代入し，ム・＝∫・に注意して整理すると，

ズ（忠）㌦＝ω・郁）㍗一一　　　　　、、、
　　　　　∫1　　　　　　　（ωβ（∫2））σTσ一1－1

となる。

　初めに，輸送コストの低下が賃金に与える影響について考えよう。（1⑤右辺は，ωの減少関数である。

左辺は，雇用量が所与であれば不変であるから，輸送コストの影響を知るため，κ＝”一工とおいた関数

　　ω1一σβ（∫。）一σ卜ω

　　　（ωβ（∫2〕）σκ上1

をκについて微分してみる。結果は，

　　ω（（ωβ（∫2）〕打一（ωβ（∫・））1σ）

　　　　｛（ωβ（∫2））σκ一1｝2

となり，変化前の均衡におけるωが1／β（∫。）よりも大ならば，その近傍で（1⑤右辺はTの増加関数，小なら

ば減少関数となる。実際，導関数を求めると，

δω　　　　　　　　　ω（（ωβ（∫2））σ一（ωβ（＆））一σ）

伽　　（2σ一ユ）κ2一（σ一1）（（ωβ（∫2）戸十（ωβ（∫2））■σ）κ一1

（1カ

となり，上式の分母は，㈲を使って，

分母；≧（2σ一1〕κ2－2（σ一1）北2－1≧〆一1＞O

と評価でき，均衡において正となる。

　まず，ω＞1ノβ（∫。）のケースを考えてみよう。このとき，均衡の近傍でωはTの増加関数となるから，

σO）より，輸送コストが低下するとぴ。は上昇する。ここで再び（王⑤を見てみよう。τが低下すると，右辺の

分母において，ω叩σ■1は減少，分子においてωは減少する。これらの変化は，共に右辺を上昇させる効

果を持つので，両辺が釣り合うためにω工一叩σ■工は低下しなくてはならない。すなわちTの低下は，

ω卜1τ正一σを増大させることになる。この結論を（9）にあてはめると，輸送コストの低下は騎も上昇させ

ることが分かる。また，効用比ひ1〃・は，（1句，（14から，

（佐）σ⊥1一β（缶一総ポ
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と書ける。そこでκ一（ωβ（∫2））■σ
�ﾈで微分すると，

　　　　　　　　κ一（ωβ（∫・））σ

（1・1ω…舳一σ努）（1一（一舳）σ）一（1一（州〕一σ）（・一1一一州σ告）

　　　　　　　　　　　　　（κ一（ωβ（∫2））σ）2

（ωβ（∫2））σ一（ωβ（∫2））一σ（1－2σ）κ2＋（2σ一1）（（ωβ（S2））σ十（ωβ（∫。））■o）κ十1－2σ

（κ一（ωβ（∫2〕〕o）2 （2σ上1）κ2一（σ一1）（（ωβ（∫2））σ十（ωβ（∫。〕）一σ）κ一1

（18）

となる。今，

　　！（κ）＝（1－2σ）κ2＋（2σ一！〕（（ωβ（∫2））σ十（ωβ（∫2））一σ）κ十1－2σ

　　　　　　　　　　　　　1とおくと，ωが動く範囲は，一く（ωβ（∫。））σ≦πであるから，

　　　　　　　　　　　　　κ

　　∫（κ）≦（1－2σ）κ2＋（2σ一1）（1＋κ2）十1－2σ＝O

が成り立つ。したがって，ω〉1ノβ（8。）のとき，輸送コストが低下すると効用比σエ〃。は上昇する。

　次に，ωがω＜1ノβ（∫。）の範囲にある場合を考える。この場合，ωはTの減少関数となる。（9）より，輸

送コストが低下するとひユは上昇する。α3〕の分母は，輸送コストが低下する。と減少し，分子の町は増大

することがすでに分かっている。したがって，このとき両辺の釣り合いをとるためには，ω■σT工一σが増

大しなくてはならない。ここで，ω一印1一σ二τ（ωT）■σと書くと，Tは，前提により低下するから，ωT

も減少せねばならないことになる。この結果をωにあてはめることで，輸送コストの低下は，σ。の上

昇をもたらすことが言える。効用比σ1〃・については，（1萄右辺において（ωβ（∫川σ一（ωβ（∫・〕）イ＜Oであ

るから，輸送コストの増加関数となる。

　各住民の消費行動に対する輸送コストの影響についても見ておこう。均衡における住民の消費需要は，

川一
i甘）1一σ

州一
i貴）ユーσ（町σ

州一
i青ゾωστ一州σ

州一
i青ゾ州σ

（19）

臼。

（2力

吻

となる。輸送コストが低下すると住民の効用が上昇することは既に見たので，C。。（｛），ω（壬）が，すべ

てのゴについて低下することは直ちに分かる。他地域の財の購入は，輸送コストの低下により増加する

（さもなければ効用は低下してしまい，矛盾となる。）。このように輸送コストの低下は，地域問の交易

の促進によって住民の厚生水準を向上させるのである。

　続いて労働供給増の影響について検討する。ここではムという上限自体が変化するケースだけを考

え，ムの上昇がしを低下させる，あるいはその逆の制約は考慮しない。まず，ムが増加すると，胸より

ωは増大する。このとき（9）と凹より，ひ・，σ・も上昇する。次に（川，岬から，
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。　（松γ一’一パ…

ブ川σポーωユーσ・・廿）σL1
㈱

を導くと，左辺がム。＝Sユの増大によって上昇する一方，その影響でωが上昇すると，右辺は減少するこ

とになる。この低下を打ち消し，両辺の釣り合いを取るにはσ。岨が上昇する以外ない。すなわち，ム

の増加は効用比ひユ”。を増大させる。住民の消費については，㈲一物より，c王。（タ），O≦；k∫。を除くす

べての財の消費量が確定的に減少することが直ちに導かれる。ω（｛）については，（9）において，岬一1の

上昇がq1一σωσの増大を導くことから，上昇することが言える。

　最後に，ム増大の効果を考えよう。労働市場の需給一致式により，Lの増大は，∫。の上昇を導く。こ

のとき，蝸よりωは低下する。（1Φ，α3）より，σ。，ひ。は共に上昇し，（18から，今度は効用比ひ1”。の低下

が導かれる。なお，消費財需要については，（10）を使うと，c。ユ（｛）についてのみ増大が導かれるが，それ

以外の財は需要を減らすことにな乱

表1　比較静学の結果

ム ム T
cll（i〕

一 L 十

。l・（ま）
十 ■ 一

。．1（古）

■ 十 』

ω（｛）
口 一 十

σ／ 十 十 一

騎 ÷ 十 ■

m1ノ物 十 ■ 十一

ひノω 十 I 一十

　輸送コストがm］伽に与える影響については，均衡賃金比が1ノβ（∫。〕を超えていれば効果は十，超えて

いなければ効果は一ということになる。また，効用比に対する影響については，ω＞ユ／β（∫。）のときに

一，ω〈1／β（∫2〕のとき十となる。

4　ブランドと多様性のトレード・オフ

　地域ブランドのない二つの地域が完全に対称的なモデルでは，商品の種類の総和は，ムー81＋∫。を常

に満たし，不変となる。ところが，地域のブランドカを導入した本稿のモデルでは，人口がブランドカ

のある地域に集中すると商品のバラエティが縮小するケースがある。

　まず，

（・一／）τ一恥・ゴ（κ）σ・1

より，

∂S2　　　　　　　　一ム
　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　＜O
dλ・一（1一・）ズ（兆プ励多1嵩

酬
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が得られ，∫。はλの減少関数であることが分かる。なお，s、＝πであるから，

恵一（1一・）ズ（タ（隻1））σ・多1量；…
鯛

が成り立つ。

　商品のバラエティの総和をλで微分した結果は，

、（、十。）一（1－！〕ズ（忠）ぺ1島

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；≧O
”　・一（1－1）ズ（船ル告器

となる。したがって，第2地域において，商品の種類を増やしてもブランドカを持った製品が生産可能

な場合（ポ（∫。）＜O），人口の第2地域への流入は，両地域全体としての商品のバラエティを減少させる。

これは，付加価値の高いブランド品には，より多くの生産資源が投入されるので，非ブランド品に費や

されていた労働力がブランド品生産に奪われてしまうためである。

5．地域ブランドと人口移動

　本節では，地域問の人口移動について検討する。以下では，

　　　　ム　　　　．ム　　λ＝τ，　1一λ＝＿，　O≦λ≦；1
　　　　工　　　　．工

とおき，人口分布Oくノく1の長期的な運動について考えていく。

個々の住民は，各地域に居住した場合に得られる間接効用の較差に反応して居住地を選択する。そこ

で，入口移動のメカニズムを，以下のような微分方程式でモデル化する。

　　分一α（σ1一万），α・・，　　　　　　　　　　　㈱

ただし，σ：＝”1＋（1一川σ。である。人口移動に関する上記の想定については，Murata　and　Thisse［8コ

のモデルを参考にした。

　前節で確認したとおり，∫。は，λの減少関数である。ノが与えられれば，∫。が決まり，∫。が決まれば，

（／6）より，ωが一意に決まる。すなわち，ωはλの関数ω（λ）となり，

　　ω（O）一丁手β（す）一，ω（1〕一τ守一’

を満たす。また，人口が一極集中したときの効用比の極限は，（9），（10）より，

　　舟H一・エチβ（亙）一’・・，惧一／一・㌣1

となる。

　ここでまず，比較のために，ブランドのない対称的なモデルにおいて，人口移動がどのようなものに

なるのかを確認しておこう。すべてのゴについて～）＝1である場合，蝸は，

　　∫2　ω』一σTOLユーω

　　∫ユ　　ωσア。■1－1

となり，左辺はs2の増加関数，右辺はωの減少関数であるから，ωは，∫。の減少関数，したがってλの増

加関数となる。次に㈱を見ると，左辺がλの増加関数であるのに対し，右辺はωが増大すると低下する。
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したがって，ひユ”。はλの増加関数となる。なお，ブランドがなければ，

　　皿1ん＝。一ア1ヂ。1，皿1、、ユー丁手。1
　　ひ。’　　　　　　ひ。

であるから，凶の微分方程式には一意の定常解パが存在し，σ。肌がλの増加関数であることから，こ

の定常解は不安定である。

　川口［3］のモデルでは，都市と農村という二つの地域が併存する安定的な人口分布が現れるケース

が確認されているが，上記の対称的な2地域モデルでは，二つの都市が持続的に並び立つことは不可能

であり，人口の一極集中現象が発生する（図1）。これは，［3］の都市一農村モデルにおいては，農産

物が絶対的な必需財となっており，都市の生産物に収穫逓増の利益が発生しても，農産物への需要が失

われることはなかったためである。これに対し，本稿のモデルでは，共に同じタイプの生産物を生産す

る二つの地域が争っているので．消費者がいずれかの地域の生産物を絶対的に必要とすることがない。

このため，収穫逓増性により，生産資源を集中させることで，より効率が高まる方向へと人々が流れて

いくことになるのである。

　さて，対称的な2地域間の人口移動を扱った多くの研究（たとえば，［6コ，［8コ）では，人口の定常

分布が不安定であろうと，安定であろうと，定常解パ（複数ある場合は少なくともその一つ）の値はユ／2

に等しくなることが知られている。本稿のモデルにおいてもこのことは成り立つだろうか？　第2地域

にブランドカがなく，任意の｛について～）＝1である場合には，ムニ＆となることから，σ。〃。＝1と

すると，（！力，胸より，

　　工1　τσ一1一ω上1

　　ム　　Tσ一1一ω卜σ

が導かれ．喩，凹からは，

　　ム1　　Tσ」1一ωσ

　　工2　τσ一1一ω■σ

が得られる。両者を満たすωの定常解ω十は工以外になく，このことからム，ムは，定常均衡において

ム、㌧L。ヰを満たすことが言える。

虹
σ2

1

　　　人＊一占　　　　1　入

図1　地域ブランドがない場合
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　第2地域にブランドカがある場合も，第2地域で非ブランド品が生産されている場合には，上記と同

様の議論が成り立つ。実際，∫・≧8のとき，㈹は，

ズ（タ（隻1））σ励、ユ．。、トユ．、

　　　　　∫1　　　　　　ωoTσuユー1

となり．対称的なケースと同様，ωがλの増加関数となることが言える。したがって，λを，

吻

（1一λ）τ一・5イ（忠）σ・1

で定義すると，λ＞Oのとき，ノくλの範囲で，σユ”。はλの増加関数となる。ただし，対称的な場合とは

異なり，人口分布の定常解がこの範囲に必ず存在するとは限らない。また，ブランドモデルでは，定常

解が1／2より大きくなることもありうる（図2）。

命題5．1． 本稿の地域ブランドモデルにパ＜1／2なる定常解パは存在しない。また，

　　　＾　　　∫　　∫
　　　β（ゴ）σ”

　　　　。＿　　〉1，
　　　　λ工

　　　　2〇ニュ　　＿
およびrσ〉βが満たされるとき，λヰ＞1／2なる定常解パが存在する。

　証明。蝸，㈱より，σ・〃2＝1のとき，

　　Tσ一ユーω1一σ　ω1一σTσ■ユーωβ（∫・）σ

　　Tσ■1一ω卜1　　（ωβ（∫呈））σ丁打一i－1

が成り立つ。この式を変形すると，

㈱

㈱

（ω1一σ一（ωβ（∫2））σ）（1－T2｛o－1〕）＝O

となり，ωと∫・の定常解ωヰ，∫8の問に，

　　（ω‡）王■2σ＝β（∫2‡）o≧1

という関係式が成り立つ。eoより，ωと∫。の定常解ω‡，∫。‡は，

ω…：l111：1

を満たす。eOより，（ωヰβ（酬）σ＝（ω‡）1一σなので，（1笥，凹から，定常解において，

　　4　　　1一（ω‡）σ一1T1］σ
　互＝β（∫ダ）σ・一（、つ1一σ。・ジ1

帥

制

鯛

が成り立つ。上式より，1／2より小さい定常解は存在しない。また，定常解において商品が6を超えて

生産されているときにはパ＝1／2となる。

　次に，定常解において，限界ブランド∫まで生産が行われておらず，パ〉λであるとすると，㈱と剛

より，

π・ズ（κ）σ・

が言える。故に，労働市場の需給一致条件から，
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工くハエ十F∫8＋〃λ‡ム

　≦2λ申五

が導かれ，やはりパ＞1／2が言える。

　最後に㈱を仮定し，かつλ幸≦λなる定常解があったとすると，定常解において㈹右辺は1になる。他

方，左辺は，㈱の仮定より，任意の∫。；≧∫について1より大となる。これは矛盾であるから，λより小

さい定常解は存在しない。λを上回る任意の定常解λヰについて，（3⇒，個より，パ〉1／2が言える。した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2σ一1　　＿がって，後は，定常解の存在が言えれば証明は完了するが，τ。〉βは，λ＝1のときのσ1”。の値が

ユを上回ることを意味するので，これを仮定すれば，定常解は必ず存在する。

虹
σ2

1

　　　　　　　　　　λ＊＞占　1　入

図2　第2地域がブランドカを持つ場合

虹
ひ2

1

1
　　　　入

図3　第2地域のブランドが圧倒的に強い場合

一87一



川口和仁　　都市間競争と地域ブランド

虹
σ2

1

入・　　入・・1　λ

図4　ブランドによって第2地域が生き残る場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2σ一1　　　＿　命題の仮定とは逆に，第2地域が強力なブランド品を持っており，Tσくβとなっているとしよ

う。この場合，定常解の存在は保証されない。もし定常解が存在しなければ，初期の人口分布に関わり

なく，人口は第2地域へと集中し続けることになる（図3）。また，たとえブランド品の種類が少なく
　　　　　　　　2σ一1　　＿とも，その中にTσ＜βを満たすほと強力なものがあるならは，初期に第1地域が大きな人口シェア

を持っていたとしても，第2地域は，人口流出による完全な消滅を免れることができる。すなわち，定

常解が存在したとしても最大の定常解は1より小さく，安定となる（図4）。

6　中四国における地域間競争

　この節では，人口集積に関する理論研究の成果を踏まえ，中四国を例として，地方における人口移動

の現状を確認する。まず，人口移動を通じて地域間の結びつきを測る指標である移動ヴェロシティを求

めよう。移動ヴェロシティは，人口移動流を評価する際，出発地，到着地の人口規模が与える影響を取

り除いたものである。第古地域の人口を汁とし，日本の総人口をPとする。第生地域と第ノ地域との間

の転入（または転出）人口をM母とおくと，｛，ノ間の転入（または転出）のヴェロシティは，

　　　　Mげ　　乃ジ＝
　　　　片片

で定義される（2）。2005年における中四国9県の移動ヴェロシティは，図5～図13で示される。

　移動ヴェロシティのグラフを見て直ちに解ることは，中国地方と四国地方の間の人的交流は極めて低

調であるということである。香川と岡山の問のヴェロシティが若干高いことを除けば，四国4県の住民

は四国内で，中国5県の住民は中国内で移動する傾向が強い。また，中国地方内では，鳥取県と島根県

の間のヴェロシナイが際立って高く，逆に岡山県と山口県の関係は薄い。四国内では，徳島県と香川県

（2）人口のデータは平成17年国勢調査（総務省統計局），人口移動数のデータは住民基本台帳人口移動報告（総務省統

　計局）による。
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鳥取県
O．5

0．4

0．3

0．2

0．ユ

O 阯

鳥取　島根　岡山　広島　山口　徳島　香川

　　　　師云出ヴェロシティ　鍵転入ヴェロシ・テ・イ

　　　　図5　鳥取県の移動ヴェロシティ

愛媛　高知

島根県
O．5

0．4

0．3

0．2

0．1

0

鳥取　島根　岡山　広島　山口　徳島　香川

　　　　騒転出ヴェロシティ　灘転入ヴェロシティ

　　　　　図6　島根県の移動ヴェロシティ

愛媛　高知

岡山県
0．5

0．4

0．3

0．2

0．1

　0

烏取　島根　岡山　広島　山口　徳島　香川　愛媛　高知

　　　　漠転出ヴニ［ロシディ　灘転入ヴェロシティ

　　　　図7　岡山県の移動ヴェロシティ
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広島県
O．5

0．4

0．3

0，2

0．ユ

O

鳥取　島根　岡山　広島　山口　徳島　番州

　　　　鰯転出ヴェロシティ　鐡転入ヴェロシティ

　　　　　図8　広島県の移動ヴェロシティ

愛媛　高知

山口県
O．5

0．4

0．3

0，2

0．1

0

鳥取　島根　剛L1広島　山口　徳島　香川　愛媛　高知

　　　　綴転出ヴェロシティ　鍵転入ヴェロシティ

　　　　　図9　山口県の移動ヴェ□シティ

徳島県
0．5

0．4

0．3

0，2

0．ユ

　0

鳥取　島根　岡山　広島　山寛　徳島　香川　愛媛　高知

　　　　綴転出ヴ］ニロシティ　1難転入ヴェロシティ

　　　　図10徳島県の移動ヴェロシティ
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香川県
O．5

0．4

0．3

0，2

0．1

0

鳥取 島根　岡山　広島　山口　徳島　香川　愛媛

　綴転出ヴニ［ロシディ　灘転入ヴェロシティ

　図11香川県の移動ヴェロシティ

高知

愛媛県
O．5

0．4

G．3

0．2

0．ユ

0

鳥取　島根　岡山　広島　山口　徳島　香川

　　　　饗転出ヴェロシテ・イ　鍵転入ヴェロシティ

　　　　図12愛媛県の移動ヴェロシティ

愛媛　高知

高知県
O．5

0．4

0．3

0．2

0、ユ

　0

鳥取　島根　岡山　広島　山口　徳島　香川

　　　　議転出ヴェ重シティ　灘転入ヴェロシティ

　　　　図13高知県の移動ヴェ□シティ

愛媛　高知
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の関係が密接であり，徳島県と愛媛県の交流はあまり活発ではない。2006年には，地方制度調査会よ

り，道州制の枠組みとして，申四国州案と中国州・四国州案が提案されたが，人の交流という点から見

ると，中国と四国の間には大きな溝があると言えそうである。

　次に，中四国地域における人口集積について考えよう。中国地方内で，他のすべての県に対して転入

ヴェロシティが転出ヴェロシティを上回っているのは，広島県のみである。近年，道州制論議が高まる

中で，いち早く広島市が，地域の集積拠点として機能し始めたと言えるかもしれない。とは言え，岡山

県も広島県を除く他県に対しては入超であり，広島県との差も僅差であるので，この結果だけから断定

的なことは言えない。四国では，香川県への人口流入が進んでいる。愛媛県も，徳島，高知に対しては

入超であるが，香川との関係では転出者の方が多い。この傾向は，ここ最近に始まったことではなく，

四国内では，香川県への集積傾向が顕著になりつつある｛3〕と言える。

　仮に近年議論されているような道州制が成り，中国州，四国州という区割りになったとして，四国州

は自立できるだろうか？　中国地方5県の2005年度県内総生産を単純に合算すると，29兆7，988億円に

上る。これに対し四国4県の県内総生産のトータルは，13兆5，069億円で，中国地方の半分にも満たず，

千葉県や静岡県の県内総生産よりもかなり少ない。面積，人口は中国州の方が大きいので単純な比較は

できないが，より一層生産力を高めていかなければ，州民に余裕のある行政サービス，生活を自力で提

供することは難しい。そのためには，四国内に生産性向上，情報発信の拠点となり，集積のメリットを

活かせるような中心都市が必要となる。このような拠点都市は，かつて東京がそうであったように，お

そらくその都市固有の文化，気風，生活環境，街並みをある程度犠牲にしても，中枢都市としての経済

機能を優先する「公共的」な都市政策を求められることになるだろう。

7　結語：地域ブランドのメリット，そしてリスク

　ブランドは，我々がそれを意識したときには既に確固として在り，ふと気が付くと無くなっている都

市伝説のような得体の知れないものである。それは流行語に似ている。自然発生的に人々に使われ，支

持されていくこともあれば，ある種の「仕掛け人」が，戦略的に人々の意識への刷り込みを図ることに

よって広まる場合もある。また，スタンダードとしての地位を得て長く生き残っていくものもあれば，

ごく短期問の間にまったく顧みられなくなってしまうものもある。

　「消費欲望や権威といった実態に還元して理解しようとするとある種の迷路に足を踏み入れることに

なる。ブランド価値はそれらに還元しえない「何か」だと考えるしかない。」（石井［！］，p．12）

　本稿で示された命題からも分かるとおり，地域がブランド価値を持つことは，地域間競争上大きな意

味を持つ。市場経済において，集積地となれなかった地域が生き残っていく確実な手段は，人々に高く

評価されるブランドカを持った財，サービスを提供し続けることだからである。今後，地域のリーダー

に求められる最大の資質は，強力な地域ブランドを生み出し，流通させる能力ということになるのかも

しれない。

　しかし，戦略的にブランドを生み出すためには，それなりの投資，住民側の負担が必要である。夕張

市のように「炭鉱」から「観光」への脱却を図った末，市場に受け入れられず，廃塘となった施設だけ

が残った例は，規模の大小はあるものの全国各所に見られ，ブランド化戦略の孕む大きなリスクの存在

（3）　もっともその香川県も岡山県に対しては出超である。

一g2一



地域創成研究年報第4号（2009年）

を示している。ビジネスである以上，成功と失敗は常に紙一重である。観光都市として成功を収めてい

るパリにしても，街並みの保存について過去には様々な論議があり，意見の激しい対立があった。もし

世界申から観光客が訪れる今日の活気ある姿がなければ，フランス人も，ル・コルビュジェが提案した

ようにエッフェル塔の横に高層ビルが建つ近代的な都市計画を採用しておけばよかった，と後悔したか

もしれない。戦略にリスクは付き物であり，ブランドを立ち上げるに当たっては，何よりも冷静なリス

ク評価が求められる。

　戦略におけるリスクの中で最大のものは，競合者の予測できない行動であろう。ブランドという果実

を得る目的で，多くの競合者が同じ事業を立ち上げれば，たちまち「共有地の悲劇」が発生することに

なる。たとえば，中国地方には広島市と岡山市，四国地方には高松市と松山市という，東西に分かれ，

それぞれの地域で中心的な役割を担う都市がある。こ私らの都市は，互いに連携しつつ，独自性を生か

し，尊重する関係を保つことが望ましい。互いがまったく同じようなタイプの都市像を目指すならば生

き残るのはいずれか片方である。しかし，互いに足りない機能を補い，コンセプトの明確な補完関係を

築いて行けるならば，両者が共に生き残ることは可能である。
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